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市町村普通会計決算の状況

１. ポイント

○ 歳入は、地方税や国庫支出金(主に定額給付金）が減少しているものの、地方交付税、臨時財政対策

債が増加し、前年度比０．４％の増加、歳出は、子ども手当の創設等により扶助費が大幅に増加し

ているものの、人件費や公債費、その他経費(主に定額給付金)が減少し、同０．３％減少しました。

○ 実質収支は、全団体において黒字となっています。

○ 経常収支比率は８２．７％（加重平均）で、前年度より３．９ポイント改善しました。

○ 地方債現在高は、前年度より約１１０億円減少し、平成１６年度より７年連続の減少となりました。

２. 決算規模

平成２２年度普通会計の決算規模は、歳入が１兆５４億９，８００万円で前年度比０．４％の増加、

歳出が９，６５６億２,１００万円で同０．３％の減少となりました。

３. 収 支

実質収支は、全ての団体で黒字となり、総額は３０２億３，０００万円、標準財政規模(注)に占める

実質収支の割合（実質収支比率）の平均は５．０％で前年度より０．８％増となりました。

４. 歳 入

市町村税は、市町村民税が前年度比５．０％と減少したものの、固定資産税が同０．６％と微減にと

どまるなど、市町村税全体では、同２．２％の減少となりました。

地方交付税は、雇用対策・地域資源活用臨時特例費の創設等により同８．８％増加しました。

国庫支出金は、国の経済対策の補正予算による地域活性化交付金が減少するとともに、定額給付金給

付事業が皆減し、全体として同１１．４％減少しました。

地方債は、臨時財政対策債が同５２．３％と大幅に増加し、全体として同１５．４％増加しました。

５. 歳 出

義務的経費(人件費、扶助費、公債費)のうち、人件費は前年度比１．２％の減少、公債費は同４．１％

の減少となる一方、扶助費が、子ども手当等により同３４．６％と大幅に増加し、義務的経費全体では、

同６．３％の増加となりました。

投資的経費は、国の経済対策による交付金充当事業の減少等により、普通建設事業費が同４．２％減

少し、全体として同３．０％減少しました。

その他の経費では、補助費等が定額給付金給付事業の皆減等により、同２４．１％減少しました。

６. 財政の弾力性

経常収支比率は、人件費や公債費の減少により前年度より３．９ポイント改善し、８２．７％となり

ました。

７. 基金の状況

積立金現在高は、財政調整基金、減債基金及び特定目的基金ともに増加したことから、全体では３５

８億３，８００万円の増加（前年度比１２．３％増）となりました。

８. 地方債の状況

地方債現在高は、９，１９３億９，１００万円となり、前年度より１０９億６，９００万円（１．２％）

減少し、ピーク時の平成１０年度（１兆１，５９７億２，２００万円）と比べると、約２，４０３億円

（２０．７％）減少しています。地方債発行額は９７７億５，６００万円（前年度比１５．４％増）、

元金償還額は１，０８７億２，８００万円（同３．２％減）となっています。

（注）標準財政規模･･････ 地方公共団体の一般財源の標準的な規模に臨時財政対策債発行額を加えた額。



表 １ 歳入内訳（市町村計）

（単位：百万円、％）

平成22年度 平成21年度

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比
Ａ Ａ Ａ－Ｂ

291,157 △ 2.2 ％ 29.0 ％ 297,778 △ 0.4 ％ 33.7 ％ △ 6,621

市 町 村 民 税 116,703 △ 5.0 ％ 11.6 ％ 122,804 △ 2.8 ％ 14.5 ％ △ 6,101

内 うち 所 得 割 89,136 △ 10.8 ％ 8.9 ％ 99,905 2.6 ％ 11.0 ％ △ 10,769

うち 法 人 税 割 16,637 37.1 ％ 1.7 ％ 12,133 △ 23.2 ％ 2.3 ％ 4,504

訳 固 定 資 産 税 141,706 △ 0.6 ％ 14.1 ％ 142,613 2.1 ％ 15.7 ％ △ 907

そ の 他 32,748 1.2 ％ 3.3 ％ 32,361 △ 1.5 ％ 3.6 ％ 387

142,144 △ 12.2 ％ 14.1 ％ 161,842 0.4 ％ 16.3 ％ △ 19,698

433,301 △ 5.7 ％ 43.1 ％ 459,620 △ 0.2 ％ 50.0 ％ △ 26,319

269,519 8.8 ％ 26.8 ％ 247,728 2.9 ％ 25.2 ％ 21,791

109,155 △ 11.4 ％ 10.9 ％ 123,242 20.2 ％ 7.9 ％ △ 14,087

52,187 24.3 ％ 5.2 ％ 41,993 0.3 ％ 4.4 ％ 10,194

97,756 15.4 ％ 9.7 ％ 84,713 △ 5.8 ％ 7.6 ％ 13,043

43,580 △ 1.1 ％ 4.3 ％ 44,046 △ 4.6 ％ 4.9 ％ △ 466

572,197 5.6 ％ 56.9 ％ 541,722 2.8 ％ 50.0 ％ 30,475

1,005,498 0.4 ％ 100.0 ％ 1,001,341 1.3 ％ 100.0 ％ 4,157

722,415 1.6 ％ 71.9 ％ 711,091 1.0 ％ 72.5 ％ 11,324

（注）端数処理のため、計が一致しない場合がある。
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決 算 規 模
（単位：百万円、％）

平成22年度 A 平成21年度 B 増減額 C=A-B 増減率 C/B

歳入総額 ｱ 1,005,498 1,001,341 4,157 0.4 ％

歳出総額 ｲ 965,621 969,006 △ 3,385 △ 0.3 ％

形式収支 ｳ=ｱｰｲ 39,877 32,335 7,542 23.3 ％

実 質 収 支
（単位：百万円、％）

平成22年度 A 平成21年度 B 増減額 C=A-B 増減率 C/B

形式収支 ｱ 39,877 32,335 7,542 23.3 ％

翌年度に繰り越す
べき財源 ｲ

9,647 7,670 1,977 25.8 ％

実質収支 ｳ=ｱｰｲ 30,230 24,665 5,565 22.6 ％

積立金現在高の状況
（単位：百万円、％）

平成22年度 A 平成21年度 B 増減額 C=A-B 増減率 C/B

財政調整基金 118,209 105,949 12,260 11.6 ％

減 債 基 金 41,310 35,566 5,744 16.2 ％

特定目的基金 167,394 149,560 17,834 11.9 ％

合 計 326,913 291,075 35,838 12.3 ％

地方債現在高の状況
（単位：百万円、％）

平成22年度 A 平成21年度 B 増減額 C=A-B 増減率 C/B

地方債現在高 919,391 930,360 △ 10,969 △ 1.2 ％

※ （注） 各欄において表示単位未満を四捨五入しており、表内において一致しない箇所がある。
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歳入決算額
対前年度
伸 率

歳出決算額
対前年度
伸 率

積立金現在
高

対前年度
伸 率

地方債現在
高

対前年度
伸 率

経常収支
比 率

平成12年度 1,049,457 △ 4.4 ％ 1,014,791 △ 4.9 ％ 265,321 △ 0.4 ％ 1,143,310 △ 0.7 ％ 74.4 ％

平成13年度 1,066,696 1.6 ％ 1,031,591 1.7 ％ 273,153 3.0 ％ 1,146,667 0.3 ％ 74.8 ％

平成14年度 1,016,900 △ 4.7 ％ 987,119 △ 4.3 ％ 261,606 △ 4.2 ％ 1,141,154 △ 0.5 ％ 78.4 ％

平成15年度 981,263 △ 3.5 ％ 949,420 △ 3.8 ％ 265,870 1.6 ％ 1,148,533 0.6 ％ 78.6 ％

平成16年度 954,945 △ 2.7 ％ 921,843 △ 2.9 ％ 254,464 △ 4.3 ％ 1,121,927 △ 2.3 ％ 82.2 ％

平成17年度 944,920 △ 1.0 ％ 914,138 △ 0.8 ％ 257,474 1.2 ％ 1,086,021 △ 3.2 ％ 82.9 ％

平成18年度 921,213 △ 2.5 ％ 891,920 △ 2.4 ％ 267,683 4.0 ％ 1,045,968 △ 3.7 ％ 83.7 ％

平成19年度 923,666 0.3 ％ 895,711 0.4 ％ 271,301 1.4 ％ 1,002,847 △ 4.1 ％ 87.8 ％

平成20年度 935,662 1.3 ％ 895,003 △ 0.1 ％ 276,647 2.0 ％ 958,001 △ 4.5 ％ 87.6 ％

平成21年度 1,001,341 8.4 ％ 969,006 8.2 ％ 291,075 7.3 ％ 930,360 △ 7.2 ％ 86.6 ％

平成22年度 1,005,498 0.4 ％ 965,621 0.3 ％ 326,913 12.3 ％ 919,391 1.2 ％ 82.7 ％

注 １ 平成13年度以降の経常収支比率は臨時財政対策債、減税補てん債を経常一般財源等に加えた場合の数値。また、同比率は加重平均。

２ 積立金現在高は財政調整基金、減債基金、特定目的基金の合計。

３ 地方債現在高は平成13年度から特定資金公共投資事業債を除く。

決算規模・積立金現在高・地方債現在高・経常収支比率の推移

（単位：百万円、％）
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表 ２ 目的別歳出内訳（市町村計）

（単位：百万円、％）

平成22年度 平成21年度

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比
Ａ Ａ Ａ－Ｂ

議 会 費 7,310 △ 4.1 ％ 0.8 ％ 7,622 △ 0.3 ％ 0.9 ％ △ 312

総 務 費 147,144 △ 9.1 ％ 15.2 ％ 161,818 3.9 ％ 14.0 ％ △ 14,674

民 生 費 254,921 17.5 ％ 26.4 ％ 216,925 0.5 ％ 23.0 ％ 37,996

衛 生 費 71,448 △ 5.1 ％ 7.4 ％ 75,321 1.7 ％ 8.0 ％ △ 3,873

労 働 費 5,672 16.6 ％ 0.6 ％ 4,865 3.8 ％ 0.4 ％ 807

農 林 水 産 業 費 38,886 △ 6.8 ％ 4.0 ％ 41,711 2.6 ％ 4.3 ％ △ 2,825

商 工 費 58,878 △ 9.5 ％ 6.1 ％ 65,089 0.1 ％ 6.3 ％ △ 6,211

土 木 費 118,194 △ 6.1 ％ 12.2 ％ 125,877 0.5 ％ 14.0 ％ △ 7,683

消 防 費 30,320 1.2 ％ 3.1 ％ 29,954 △ 0.2 ％ 3.3 ％ 366

教 育 費 104,787 △ 3.9 ％ 10.9 ％ 109,035 0.8 ％ 10.6 ％ △ 4,248

災 害 復 旧 費 3,279 115.0 ％ 0.3 ％ 1,525 △ 69.7 ％ 0.3 ％ 1,754

公 債 費 123,489 △ 4.1 ％ 12.8 ％ 128,704 △ 3.4 ％ 14.9 ％ △ 5,215

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 ― 0.0 ％ 0 ― 0.0 ％ 0

そ の 他 1,293 130.9 ％ 0.1 ％ 560 136.5 ％ 0.1 ％ 733

歳 出 合 計 965,621 △ 0.3 ％ 100.0 ％ 969,006 △ 0.1 ％ 100.0 ％ △ 3,385

（注）１ 端数処理のため、計が一致しない場合がある。
（注）２ 目的別経費の「公債費」には、償還に伴う事務費等を含むため、性質別経費の「公債費」の額とは一致しない。
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表 ３ 性質別歳出内訳（市町村計）

（単位：百万円、％）

平成22年度 平成21年度

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比
Ａ B Ａ－Ｂ

人 件 費 151,748 △ 1.2 ％ 15.7 ％ 153,608 △ 1.9 ％ 17.6 ％ △ 1,860

扶 助 費 118,115 34.6 ％ 12.2 ％ 87,733 3.1 ％ 9.2 ％ 30,382

公 債 費 123,468 △ 4.1 ％ 12.8 ％ 128,700 △ 3.4 ％ 14.9 ％ △ 5,232

小 計 393,331 6.3 ％ 40.7 ％ 370,041 △ 1.4 ％ 41.7 ％ 23,290

普 通 建 設 事 業 費 149,840 △ 4.2 ％ 15.5 ％ 156,337 △ 0.8 ％ 14.4 ％ △ 6,497

うち 補 助 事 業 費 64,802 4.2 ％ 6.7 ％ 62,169 △ 0.2 ％ 5.8 ％ 2,633

うち 単 独 事 業 費 82,688 △ 9.4 ％ 8.6 ％ 91,279 △ 1.2 ％ 8.4 ％ △ 8,591

災 害 復 旧 費 3,279 115.2 ％ 0.3 ％ 1,524 △ 69.7 ％ 0.3 ％ 1,755

小 計 153,132 △ 3.0 ％ 15.9 ％ 157,861 △ 4.9 ％ 14.7 ％ △ 4,729

物 件 費 117,105 2.9 ％ 12.1 ％ 113,781 △ 1.2 ％ 12.0 ％ 3,324

維 持 補 修 費 11,363 3.8 ％ 1.2 ％ 10,948 △ 9.5 ％ 1.1 ％ 415

補 助 費 等 116,642 △ 24.1 ％ 12.1 ％ 153,721 9.4 ％ 13.6 ％ △ 37,079

積 立 金 44,178 42.8 ％ 4.6 ％ 30,943 △ 7.0 ％ 2.5 ％ 13,235

繰 出 金 85,220 2.0 ％ 8.8 ％ 83,594 △ 0.1 ％ 9.4 ％ 1,626

出 資 金 ・ 貸 付 金 等 44,649 △ 7.2 ％ 4.6 ％ 48,114 12.4 ％ 5.1 ％ △ 3,465

前 年 度 繰 上 充 用 金 0 ― 0.0 ％ 0 ― 0.0 ％ 0

小 計 419,158 △ 5.0 ％ 43.4 ％ 441,101 3.0 ％ 43.6 ％ △ 21,943

965,621 0.3 ％ 100.0 ％ 963,006 △ 0.1 ％ 100.0 ％ 2,615

（注）１ 普通建設事業費の補助、単独事業費には国直轄事業負担金、県営事業負担金は含まない。
（注）２ 端数処理のため、計が一致しない場合がある。
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